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職業能力評価制度 職業訓練

キャリア形成支援

●ものづくり分野を中心とした技能検定
制度の整備

●対人サービス分野等を重点とした「業
界検定」の整備

●幅広い業種・職種を対象とした職業
能力評価基準の整備・活用促進

能力本位の人材活用を行う基盤 産業界のニーズに応じた人材育成

●産学官の地域コンソーシアムにおける
就職可能性をより高める訓練コース
の開発・実施

●ＯＪＴとOff-JTを組み合わせた雇用
型訓練の推進

●民間教育訓練機関の質の保証・向上

●自己啓発の推進

●ジョブ・カード制度により、キャリア形成、キャリアの見える化を推進し、安定的な雇用を促進
更なる活用促進のための見直しの実施

●キャリア・コンサルティングを推進するため、キャリア・コンサルタントを計画的に養成

人材育成の取組のポイント

○ 人材育成は、これまで我が国の経済成長を支えてきた重要な要素であり、個々の企業にとっても今後の競争力の源泉

○ 職業能力評価と職業訓練を両輪として施策を推進するとともに、労働者の主体的なキャリア形成を支援するための環境
整備を実施
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業界共通の「ものさし」としての職業能力評価制度の構築

職業能力評価基準
（26年度現在：52業種
＋事務系９職種）

○企業横断的に必要な能力の分析
○能力を客観化できる評価
ツール（検定等）の整備

○評価者の育成
○これらの試行的運用 等

対人サービス分野
等の業界団体

支
援

厚
労
省

業界検定ｽﾀｰﾄｱｯﾌﾟ支援（平成26年度～）

技能検定

サービス系技能職
（例）
・ビルクリーニング
・着付け

レストラン
サービス
等

支援着手４業種（２年計画で検定整備）

＊ 公的な検
定制度の未
確立な領域

モデル
事例の
創出

現行の技能検定制度の全体像（イメージ）

場面設定等により
影響を受けにくい

場面設定等により
影響を受けやすい

対人サービス分野等

○ ものづくり分野を中心に、国が主体となり、労働者の技能を客観的に評価する仕組みとして整備している技能検定制度に
ついて、産業ニーズに即した見直し・活用促進

○ 職業能力の「見える化」を更に促進する観点から、業界検定等の能力評価の仕組みを整備することとし、
・ 26年度から、対人サービス分野等を対象に、実践的な「業界検定」のモデル事例の創出に着手（２年計画で４業界）
・ 新規４業界分について、平成27年度概算要求中

○ 職業能力評価制度の全体の見直し等に向け、「職業能力開発の今後の在り方に関する研究会」報告書（９月）の提言等
を踏まえ、現在、労働政策審議会で議論

①派遣・請負業 （一社）日本生産技能労務協会

②流通業 日本百貨店協会

③健康産業 （一社）日本ﾌｨｯﾄﾈｽ産業協会

④学習・教育業 （公社）全国学習塾協会

・ものづくり技能職
（例）機械加工
・知的専門職
（例）知的財産管理
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産業界のニーズに応じた職業訓練の推進

○ OJTとOff-JTを組み合わせた雇用型訓練を進め、労働者の実践的な職業能力の開発・向上を推進

⇒非正規雇用労働者の正社員化、企業の中核人材の育成

＜採用者＞

２つの訓練メニューを推進

教育訓練機関等
での座学等（Off-JT）

訓

練

終

了

計

画

に
基

づ
く

訓

練

実

施

非正規雇用労働者向け

新規学校卒業者等向け

企業内での実習（OJT）

非正規雇用労働者：３カ月～６カ月

新規学校卒業者等：６カ月～２年

雇用型訓練の推進

→正社員として活躍
（受講者数：6,030人）
（正社員就職率：73.7％）

→企業の中核人材として活躍
（受講者数：4,039人）

新規学校卒業者等

非正規雇用労働者

○ 産学官による地域コンソーシアムを構築し、就職可能性をより高めるための職業訓練コースの開発・検証を実施し、民間
教育訓練機関における取組を支援

⇒ 若者の安定的な就職の実現、成熟産業から成長産業への労働移動の支援

地域レベルのコンソーシアムによる職業訓練コースの開発

機構（ポリテク等）
都道府県、労働局
地域労使団体

企業、
事業主団体

民間教育訓練機関
（職業訓練を実施）

業界団体・企業の
ニーズ踏まえ、民
間訓練機関等と

協働開発

＜コンソーシアムのイメージ＞
●離職者に対し、雇用のセーフティネットとしての訓練機会を確保

（参考）離職者訓練

国
（ポリテクセンター）

主にものづくり分野の
高度な訓練

例）金属加工科 等

都道府県
（施設内訓練）

地域の実情に応じた
多様な訓練

例）陶磁器製造科等

民間教育訓練機関
（委託訓練）

事務、介護、情報等
の高額な設備を要し

ない訓練
（全体の約８割）

※国（ポリテクセンター）は、訓練に係るノウハウを都道府県や民間教育訓練機関に提供
し、職業訓練の質向上に寄与。
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○ ジョブ・カード制度により、キャリア形成やキャリアの見える化を推進

○ 更なる活用促進のため、ジョブ・カードの見直しに向け検討中

⇒ 個々の労働者の状況に応じた職業能力開発や、円滑な就職等の促進

○ キャリア・コンサルティングを推進し、個人の適性等に応じた職業選択や能力開発を支援

⇒ 円滑なキャリアアップ、キャリアチェンジの支援

現行のジョブ・カード制度

履歴
情報

職務経歴
情報

目標等キャリ
ア情報

訓練評価
情報

ジョブ・カード（紙）

ジョブ・カード制度の推進

キャリア・コンサルティングの推進

キャリア・コンサルタントとは・・・
● 有資格者であるキャリア・コンサルタントは以下のとおり区分

見直しの方向性

● 訓練だけでなく求職の場面等も含め、以下のツールとし
て生涯を通じた活用を促進
・生涯を通じたキャリア・プランニング
個人の履歴や、職業生活設計等の情報を蓄積し、訓練や
キャリア選択等の場面での活用

・円滑な就職等のための職業能力証明
職業能力の諸情報を蓄積し、場面等に応じ応募書類等とし
て活用

● 電子化の実施

● 平成20年度より、フリーター等の職業能力形成の機会に
恵まれなかった人に対し、安定的な雇用への移行等を
促すため実施

・約９割が職業訓練で活用
・約11６万人へ交付(目標：平成32年300万人）

キャリア形成の支援

・キャリア・コンサルティング技能士
キャリア・コンサルティング技能検定（１級及び２級）
合格者（約5,500人）

・標準レベルキャリア・コンサルタント
民間機関が行う能力評価試験合格者
（約39,500人）

キャリア・コンサルティングの推進

● キャリア・コンサルタントの計画的な体制整備に資す
るため、「キャリア・コンサルタント養成計画」を策定
（平成26年７月）

＜目標＞
キャリア・コンサルタント養成数
平成36年度末 10万人

● 更なる活用促進に向け、助成制度の創設を平
成27年度概算要求中

● ハローワークや企業、教育機関等で活躍
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「失業なき労働移動の実現」のための施策の現状： ① 労働移動支援助成金

再就職支援会社
（民間人材ビジネス）

委託

就職活動

離
職

再
就
職

受入れ企業
再就職支援の実施
（訓練等の実施を含む）

再就職援助計画の対
象者を新しく雇い入れ、
訓練を実施

送り出し企業

事業規模の縮小等により離
職を余儀なくされる者に係る
再就職援助計画の作成・認
定を経て、再就職支援の委
託や休暇の付与を実施

移籍又は在籍出向から移籍
への切換により受け入れた
労働者に対して訓練実施

労働移動支援助成金
（再就職支援奨励金）

労働移動支援助成金
（受入れ人材育成支援奨励金）

助
成

助
成

移籍又は出向を経て移籍事業規模の縮小等の場合に限ら
ず、送り出し企業のネットワークや
産業雇用安定センター等を通じた
平時の出向・移籍あっせん

○ 25年度の日本再興戦略において、「行き過ぎた雇用維持型から労働移動支援型への政策転換（失業なき労働移動の
実現）」を進めるとされたことを踏まえ、25年度補正・26年度予算により労働移動支援型の施策を拡充。

○ 労働移動支援助成金は、事業縮小等に伴う離職者の円滑な労働移動を実現することを目的としたもの。25年度補正
予算により、送り出し企業に対する「再就職支援奨励金」の対象事業主、助成率等を拡充するとともに、受入れ企業に対
する「受入れ人材育成支援奨励金」を新しく創設。

産業雇用安定センター等を通じたあっせん 5

※25年度補正予算により、
対象事業主、助成率等を拡充

※25年度補正予算により、新しく創設



「失業なき労働移動の実現」のための施策の現状： ② 産業雇用安定センター

○ 産業雇用安定センターは、１３の産業団体（※）の拠出により設立された公益財団法人。

○ 労働力の産業間、企業間移動の円滑化に寄与するため、全国47都道府県に配置された「出向等支援協力員」が、
人材の受け入れ、送り出し情報の収集・提供、企業の人事担当者等に対する相談・援助を行うとともに、対象者に対する
カウンセリングやアドバイス等を行い、出向・移籍による失業なき労働移動をあっせんする。

○ 25年度の日本再興戦略を踏まえ、25年度補正・26年度予算により、出向・移籍に関するあっせん機能を強化。

※ （社）日本造船工業会、（社）日本鉄鋼連盟、電気事業連合会、全国銀行協会、（社）日本自動車工業会、（社）日本電機工業会、（社）セメント協会
日本化学繊維協会、日本製紙連合会、日本石炭協会、日本紡績協会、（社）日本民営鉄道協会、（社）日本船主協会

送り出し企業

・送出情報
等の収集

・送出情報等の提供
・人材受入に係る相談, 援助

・受入情報
等の収集

・受入情報等の提供
・人材送出に係る相談,援助

全国に拠点を持つ産業雇用安定センター

平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度

送出登録件数 ２１，７３４件 １４，２０６件 １４，１５５件 １７，６６４件 １４，３２６件

成立件数 ９，３７７件 ８，５９１件 ８，５８２件 １０，０４２件 ９，４２４件

成立率 ４３．１％ ６０．５％ ６０．６％ ５６．９％ ６５．８％

【実績】
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受入れ企業出向・移籍による
失業なき労働移動

・対象者に対する
カウンセリング等
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